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○丹波篠山市あいさつ運動市民委員会設置要綱 

平成２６年３月２８日 

要綱第５号 

（設置） 

第１条 あいさつを通じて市民による「人権を尊重したあたたかいまちづくり」

を推進するため、丹波篠山市あいさつ運動市民委員会（以下「市民委員会」と

いう。）を設置する。 

（所掌事項） 

第２条 市民委員会は、次の事項について協議する。 

(1) あいさつ運動の現状の把握及び課題の整理に関すること。 

(2) あいさつ運動を推進するための各機関との連携方策に関すること。 

(3) あいさつ運動の啓発に関すること。 

(4) その他必要な事項 

（組織） 

第３条 市民委員会は、委員２１人以内で組織する。 

２ 委員は、次に掲げる者のうちから、市長が委嘱する。 

(1) 自治会長会又はまちづくり協議会等地域団体関係者 

(2) 市立学校代表者等学校関係者 

(3) 青少年団体又は社会教育関係者 

(4) 商工会等事業所関係者 

(5) 民生委員協議会等福祉団体関係者 

(6) 人権擁護委員協議会等人権団体関係者 

(7) 公募に応募した者 

３ 市民委員会に、会長及び副会長各１人を置き、委員の互選によりこれを定め

る。 

４ 会長は、会議を総理し、市民委員会を代表する。 

５ 副会長は、会長を補佐し、会長に事故があるときは、その職務を代理する。 

（会議） 

第４条 市民委員会の会議は、会長が招集する。 

２ 市民委員会は、委員の過半数の出席がなければ、会議を開くことができない。 

３ 会長は、会議の議長となる。 

４ 会議の議事は、出席委員の過半数で決定し、可否同数のときは議長の決する

ところによる。 

（任期） 

第５条 委員の任期は、２年とする。ただし、補欠の委員の任期は、前任者の残

任期間とする。 

２ 委員は、再任されることができる。 
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（庶務） 

第６条 市民委員会の庶務は、市民生活部において処理する。 

（補則） 

第７条 この要綱に定めるもののほか、必要な事項は、会長が別に定める。 

附 則 

この要綱は、平成２６年４月１日から施行する。 
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○丹波篠山市人権尊重のあたたかいまちづくり条例 

平成２４年１２月２１日 

条例第３６号 

世界人権宣言において、「すべての人間は、生まれながらにして自由であり、

かつ、尊厳と権利とについて平等である。」とされ、また、日本国憲法において

も、「基本的人権は、侵すことのできない永久の権利」として守られています。 

丹波篠山市は、「市民憲章」及び「丹波篠山市自治基本条例」に基づき、人権

を尊重し擁護することを推進しています。 

また、これまで多くの人々の努力により、人権を大切にするまちづくりに向け

た取り組みが行われてきました。 

しかし、現状をみるとき、さまざまな人権課題が存在していることも事実です。

さらに、社会状況等の変化により、新たな人権問題が生じています。 

これからは、市民が自分の人権だけでなく、他人の人権についても深く考え、

さらに学び続け、責任のある行動をとることが求められます。 

私たちは、命の尊厳や人権が尊重され、すべての人が幸せを実感できるあたた

かいまちをつくりあげるため、この条例を制定します。 

（目的） 

第１条 この条例は、あらゆる人権に関する課題解決に向けた取り組みを推進し、

人権を尊重したあたたかいまちの実現に寄与することを目的とする。 

（基本理念） 

第２条 市及び市民（丹波篠山市自治基本条例（平成１８年篠山市条例第３２号）

第２条第１号に規定する市民をいう。以下同じ。）は、次条又は第４条に規定

する責務を果たしながら、協働して人権尊重のあたたかいまちづくりを推進す

る。 

（市の責務） 

第３条 市は、市民一人ひとりの人権が尊重される社会の実現を目指し、人権教

育、人権啓発等の人権尊重に関する施策（以下「人権施策」という。）を推進

するものとする。 

２ 市政に携わる全ての者は、この条例の理念を理解し行動しなければならない。 

（市民の責務） 

第４条 市民は、社会の構成員としての責務を自覚し、互いの人権を尊重しなけ

ればならない。 

２ 市民は、自らが人権尊重のあたたかいまちづくりの担い手として、人権意識

の向上に努めなければならない。 
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（人権施策の推進） 

第５条 市は、本条例の目的及び理念に基づき、次に掲げる事項について施策を

推進する。 

(1) 同和問題、性別、子ども、高齢者、障がいのある人、外国人住民、虐待、

いじめ等全ての人権課題の解決を図るために必要な事項 

(2) 人権に関する意識の高揚 

(3) 人権に関する相談及び支援体制 

(4) 人権に関する調査及び研究 

(5) 前各号に掲げるもののほか、人権施策を推進するために必要な事項 

 

２ 市は、前項の人権施策の推進にあたり、地域で培われてきたきずなを大切に

し、日常生活で互いの心をつなぎ相手を認め合う挨拶の推進を図りながら取り

組むものとする。 

 

（審議会の設置） 

第６条 前条の人権施策を審議するため、市長の附属機関として、丹波篠山市人

権尊重のあたたかいまちづくり審議会（以下「審議会」という。）を置く。 

２ 審議会は、人権尊重のあたたかいまちづくりに関する施策について調査審議

し、市長に意見を述べることができる。 

３ 審議会は、１５人以内で組織する。 

４ 委員は、公募市民、学識経験者及び市長が適当と認める者の中から市長が委

嘱する。 

５ 委員の任期は、２年とする。ただし、補欠の委員の任期は、前任者の残任期

間とする。 

６ 前各項に定めるもののほか、審議会の組織及び運営に関し必要な事項は、規

則で定める。 

（委任） 

第７条 この条例の施行に関して必要な事項は、市長が別に定める。 

附 則 

（施行期日） 

１ この条例は、平成２５年１月１日から施行する。 

（篠山市人権施策推進審議会条例の廃止） 

２ 篠山市人権施策推進審議会条例（平成１５年篠山市条例第１４号）は、廃止

する。 

（篠山市特別職の職員で非常勤のものの報酬及び費用弁償に関する条例の一部

改正） 
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３ 篠山市特別職の職員で非常勤のものの報酬及び費用弁償に関する条例（平成

１１年篠山市条例第４６号）の一部を次のように改正する。 
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丹波篠山市あいさつ運動推進事業補助金交付要綱 

平成26年3月28日 

要項第6号 

（目的） 

第１条 この要綱は、あいさつ運動を実施する団体に対し、あいさつ運動の実施

又は啓発に必要な資材の購入に要する経費を補助することにより、あいさつ運

動の促進を図り、もって、人権を尊重したあたたかいまちづくりの推進に寄与

することを目的とする。 

（定義） 

第２条 この要綱において、次の各号に掲げる用語の意義は、それぞれ当該各号

に定めるところによる。 

（１）団体 自治会、まちづくり協議会、見守り活動団体その他一定の地縁に基

づくコミュニティを基盤とする団体をいう。 

（２）資材 ノボリ、ベスト、タスキ、帽子、腕章、懸垂幕等あいさつ運動の実

施又は啓発に必要な資材をいう。 

（３）あいさつ運動 駅、商店、市立学校・園その他公の施設において複数人に

よる声かけ、見守り活動等その他の啓発活動を行うことをいう。 

（補助金交付対象団体） 

第３条 補助金の交付は、あいさつ運動を自ら実施し、次の各号の要件を備え、

市長が適当と認めた団体に対し、補助金を交付するものとする。 

（１）団体の既存の取組に加え、あいさつ運動の目的を理解し、標語（「あいさ

つ運動実施中」）等を資材に記載し、活用する団体であること。 

（２）団体として月２日以上定期的にあいさつ運動を実施するものであること。 

（補助金の額） 

第４条 補助金の額は、資材の購入に要する経費の全額（ただし、３０，０００

円を上限とする。）とし、予算の範囲内で交付する。 

（交付の申請） 

第５条 補助金の交付を受けようとする団体は、あいさつ運動推進事業補助金交

付申請書（様式第１号）に資材販売業者が発行した見積書を添えて、市長に提

出しなければならない。 

（交付の決定） 

第６条 市長は、前条の申請書を受理したときは、内容を審査の上、補助金の交

付を決定し、あいさつ運動推進事業補助金交付決定通知書（様式第２号）によ

り当該申請をした団体に通知するものとする。 
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（実績報告） 

第７条 補助金の交付を受けた団体は、当該年度の３月３１日までに、あいさつ

運動推進事業補助金実績報告書（様式第３号）に次に掲げる書類を添えて、市

長に提出しなければならない。 

（１）経費の支払を証する書類（領収書等）の写し 

（２）資材を活用したあいさつ運動の写真 

（３）その他市長が認めるもの 

（補助金の請求） 

第８条 補助金の交付決定を受けた団体は、前条の規定により実績報告書を提出

し、市長の審査を受けた後、あいさつ運動推進事業補助金交付請求書（様式第

４号）を市長に提出しなければならない。 

２ 市長は、前項の規定による適正な補助金の請求があったときは、速やかに補

助金を交付するものとする。 

（交付決定の取消等） 

第９条 市長は、補助金の交付を受けた団体が次のいずれかに該当するときは、

補助金の交付決定を取り消し、あいさつ運動補助金交付決定取消通知書（様式

第５号）により通知するものとする。 

（１）虚偽の申請その他不正な手段により補助金の交付を受けたとき。 

（２）その他市長がこの要綱により交付する補助金の目的を達成することができ

ないと認めたとき。 

２ 市長は、前項の規定により補助金の交付を取り消した場合において、既に交

付した補助金の全部又は一部を返還させることができるものとする。 

（その他） 

第１０条 この要綱に定めるもののほか、必要な事項は、市長が別に定める。 

 

附 則 

この要綱は、平成26年4月1日から施行する。 

附 則（平成29年3月28日要綱第20号） 

この要綱は、平成29年4月1日から施行する。 
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様式第１号（第５条関係） 

 

あいさつ運動推進事業補助金交付申請書 

 

年  月  日 

 

 丹波篠山市長  様 

 

住所又は所在地          

団体名          

代表者名        印 

 

     年度あいさつ運動推進資材を下記のとおり購入したいので、補助金を

交付願いたく、丹波篠山市あいさつ運動推進事業補助金交付要綱第５条の規定に

より関係書類を添えて申請します。 

 

記 

団体の区分

及び構成員 

 

 団体の区分（         ） 構成員（    ）人 

 

実施内容 

 

 

 

実施予定日 
 

 

実施場所 
  

 

 

購入資材 個数 単価 合計額 補助申請額 

  円 円  

  円 円 

  円 円 

合 計  円 円 円 

◎添付書類には、販売業者が発行した見積書の写しを添えてください。 

◎補助申請額は、上限３０，０００円としてください。 
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様式第３号（第７条関係） 

 

あいさつ運動推進事業補助金実績報告書 

 

                          年  月  日 

丹波篠山市長 様 

                 住   所 

                 氏   名           印 

 

  年  月  日付け  第  号で交付決定のあったあいさつ運動推

進事業補助金について、補助事業が完了したので、あいさつ運動推進事業補助金

交付要綱第７条の規定により、次のとおり報告します。 

 

交付金額                       円 

完了年月日       年  月  日完了 

実施内容 

 

実施日 

 

 

実施場所 

  

 

添付書類等 

(1)経費の支払を証する書類（領収書等）の写し 

(2)資材を活用したあいさつ運動の写真 

(3)その他市長が認めるもの 
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様式第４号（第８条関係） 

 

あいさつ運動推進事業補助金請求書 

 

年  月  日  

 

 丹波篠山市長 様 

住所又は所在地          

団体名     

代表者名         印 

 

年  月  日付け  第  号で交付決定がありましたあいさつ運

動推進事業補助金について、下記のとおり請求します。 

 

記 

 

金         円 

 

ただし、    年度あいさつ運動推進事業補助金 

 

補助金交付決定額               円 

 

既受領額                   円 

 

今回請求額                  円 

 

振込先 

振込金融機関名   

振込口座番号   

口座名義人   
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◆令和２年度 施政方針 抜粋 

３ 市民が主役の丹波篠山市、開かれた市役所づくり  

市政や市役所は市民のためにあるものです。これからもガラス張りの情報公開を実

行し、だれもが分かりやすい市政にするとともに、引き続き、積極的に市民の皆さん

の意見を聴く場づくりに努めます。  

（１）明るいあいさつと応対 

来庁される市民の皆さんに職員からあいさつすることで明るい雰囲気となり、  

市民に親しまれる市役所づくりにつながります。各部署の朝礼でのあいさつ唱和など

を行っていますが、来庁される方から、「あいさつがきちんとできていない」とのご

指摘を受けることもあり、十分な取り組みとなっていません。 

市民の皆さんが気持ちよく用事を済ませて帰っていただけるよう、元気なあいさ

つ・丁寧な接遇に努めます。市民ホールの案内係や各課に配置する職場接遇推進員、

あいさつ運動強化週間における取り組みを活用して徹底を図ります。 

 

 

１３ その他、当面する重要課題 

（12）市民あげてのあいさつ運動  

あいさつは、人と人をつなぐ大切な行為であり、人権が尊重されるまちづくりの基

本です。そのため、丹波篠山市では、平成２５年度から、毎月１日、１１日、２１日

を「いいあいさつの日」と定め、あいさつ運動が市内全体に展開されるよう取り組ん

でいます。 

平成２６年度からは、あいさつ運動に取り組む地域等の団体を支援するため、あい

さつ啓発グッズ作成のための補助を行っています。さらに、平成２８年度からは、春

と冬には「あいさつ運動強化週間」を設けて、学校、各種団体、まちづくり協議会及

び自治会などと連携しながら、学校、商業施設等であいさつ運動を進めてきたほか、

平成２９年度からは、小中学生を対象にあいさつ啓発ポスターの募集を行い、意識啓

発を図っています。令和２年度は、これらの事業を継続しつつ、市内全域にあいさつ

運動の気運を高めていきます。  
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◆令和２年度 丹波篠山の教育 抜粋 

施策の基本方向２ 

生きる力を培い創造性を伸ばす教育の推進 

２－２ 豊かな心の育成 

道徳教育、人権教育、情報モラルの育成、ふるさと教育等の充実を図ることに

より、人間形成の基盤となる豊かな情操と道徳性を培い、子どもたちが主体的に

判断し、適切に行動する力を育成する。 

 

（１０）あいさつの実践 継続 

目的・目標                   

日頃からあいさつが交わせる、明るく温かい 

まちづくり、学校づくりをめざします。 

 

成果指標 

近所の人に会ったときは、自分からあいさつ 

をするという児童生徒の割合が８０％以上になること。 朝のあいさつ運動（城東小） 

 あいさつは、丹波篠山市を挙げて取り組む人権施策の大きな柱であり、学校・

家庭・地域が連携した啓発・実践活動に継続して取り組みます。 

 

◆丹波篠山市教育大綱（令和元年１２月１３日策定） 抜粋 

理 念 しあわせ多き、ふるさと丹波篠山を担う 

重点７項目 

 この大綱は、丹波篠山市が取り組む教育施策の基本方針を示したものです。 

重点施策として、以下の７項目を掲げます。 

1.ふるさと教育 2.子ども・子育て支援の充実 3.地域とともにある学校 

4.学力の確立と向上 5.スポーツに親しむ 6.丹波篠山ならではの文化を育む 

７ あいさつの励行 

丹波篠山市では、人権意識やコミュニケーションを高めるため、市民全体で

のあいさつ運動に取り組んでいます。地域や学校にも浸透し、「おはよう」「こ

んにちは」などの元気な声が飛び交うようになりました。この取り組みを継続す

ることで、市民意識の向上とまちの活性化につなげます。 

 

 


